
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

求人サイト等の運営に関するルールが整備され 

ます 

◆求人広告件数は回復傾向 

 公益社団法人全国求人情報協会の集計結果で、10 月の

求人広告の職種分類別件数が全体で 922,904 件となり、

前年同月比＋20.2％と増加しています。雇用形態別でも、

正社員が同＋41.1％、アルバイト・パートが＋11.8％、

契約社員他が＋19.1％と、求人が回復傾向を見せていま

す。 

◆ハローワークより求人サイト等経由で 

採用決定に至る求職者が多い 

同協会が厚生労働省の研究会に提出した資料によれば、

求人メディア（折込求人紙、フリーペーパー、求人情報

WEB サイト等）経由での採用決定が 37.6％、ハローワー

ク経由での採用決定が 12.0％と、雇用仲介事業者が労働

市場における存在感を増しています。 

◆ルール未整備の中、トラブルも 

一方、こうした求人メディアの利用をめぐるトラブルも

増えています。 

例えば、広告等で示された条件と異なる内容が含まれて

いないかを求職者が確認する労働契約締結前の労働条件

明示に関するトラブル、個人情報の取扱いをめぐるトラ

ブル、ハローワークに求人を提出した企業が広告の無料

掲載を持ちかけられ、無料期間終了後有料契約に自動更

新されて高額な掲載料を要求されたりするトラブルなど

が確認されています。 

事業者の中には苦情・相談体制が整っていないところも

あり、安心して利用できる仕組みづくりが求められてい

ます。 

◆来年の通常国会に職業安定法の改正案を提出予定 

12 月８日、こうした状況を受けて労働政策審議会が厚生 
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労働大臣に対し、ルールの整備に関する建議を行いま

した。厚生労働省では、この建議を踏まえて職業安定法

の改正法案要綱を作成するとしており、来年の通常国会

への法案提出が予定されています。 

【公益社団法人全国求人情報協会「求人広告掲載件数

等集計結果（2021 年 10 月分）」】 

https://www.zenkyukyo.or.jp/outline/research/ 

【厚生労働省「第 15 回 労働市場における雇用仲介の

在り方に関する研究会」資料】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_19107.html 

 

いまどき就活生の意識変化と企業選びのこだわり

とは？ 

◆就活生の意識の変化 

長期化するコロナ禍で、学生の就職意識はどのように変

化しているのでしょうか。 

就職情報大手のディスコの調査によると、2021 年 10 月

１日の正式内定解禁日における 2022 年卒の学生の内定

率は、前年（88.6％）よりはわずかに下回るものの、88.4％

でした。同社の 2023 年卒学生に向けたモニター調査で

は、１学年上の先輩（2022 年卒）と比較して、就職戦線

をどう見ているかという質問に対して、「非常に厳しくな

る」7.1％、「やや厳しくなる」44.0％と、厳しくなると

答えた学生は 51.1％で、前年同期調査（計 93.7％）よ

りも大幅に減少しています。一方で、「やや楽になる」が

急増し（6.0％→48.8％）、「厳しくなる」と見ている学生

と、「楽になる」と見る学生がほぼ半々で、見方が分かれ

ています。 

◆企業選びのこだわり 

学生からよく挙がる５項目（社風・人／仕事内容／給与・

待遇／勤務地／企業規模）へのこだわり度合いについて 

は、最も「強くこだわる」のが「社風・人」（57.5％）

で、「ややこだわる」（34.5％）をあわせると ９ 割（計 

92.0％）を超えています。「仕事内容」も９割超（計 

91.3％）、次いで「給与・待遇」が計 86.4％、「勤務地」

が計 68.6％、「企業規模」は計 56.6％となっています。 

つまり、「どこでどれだけのことをしてくれるのか（待

遇）」よりも、自発的に「どんな会社（環境）で何がし

たいか」を重要視する学生が多いということがうかが

えます。 

【株式会社ディスコ「23 卒学生の 11 月後半時点の就

職意識調査」】 

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000570.00000

3965.html 

 

1 月の税務と労務の手続期限［提出先・納付先］ 

11 日 

○ 源泉徴収税額（※）・住民特別徴収税額の納付［郵

便局または銀行］※ただし、６ヶ月ごとの納付の

特例を受けている場合には、令和３年 7 月から 12

月までの徴収分を 1 月 20 日までに納付 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

31 日 

○ 法定調書＜源泉徴収票・報酬等支払調書・同合計

表＞の提出［税務署］ 

○ 給与支払報告書の提出＜１月１日現在のもの＞

［市区町村］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険料納付＜延納第 3 期分＞ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業

安定所］ 

本年最初の給料の支払を受ける日の前日まで 

○ 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書の提出［給

与の支払者（所轄税務署）］ 

○ 本年分所得税源泉徴収簿の書換え［給与の支払者］ 

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000570.000003965.html
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000570.000003965.html

